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はじめに

〇 東日本大震災津波以前にもあらゆる津波対策をおこなっていましたが、平成23年３月11
日に発生した東日本大震災津波は、当時の予測を大きく上回る規模の津波であり、死者及
び行方不明者併せて6,254人（令和４年６月30日現在）もの犠牲が生じました。

〇 東日本大震災津波を教訓に、県では、発生頻度は低いものの発生すれば甚大な被害が生じ
る東日本大震災クラスの津波に対しては、住民の避難を軸に、ソフト・ハードを総動員した
「多重防御」の考え方のもと、「海岸保全施設」、「まちづくり」、「ソフト対策」を適切
に組み合わせた多重防災型まちづくりにより安全の確保に努めてきました。

〇 また、国においても、東日本大震災津波を教訓に、あらゆる可能性を考慮した最大クラ
スの巨大な地震・津波に対する避難を軸に総合的な津波対策を検討していくこととしました。

〇 そのため、国では、日本海溝及び千島海溝沿いの海溝型地震の巨大モデルの浸水想定の検
討を行い、検討結果を令和２年４月に公表する（本県分は９月に公表）とともに、令和４
年３月に被害想定及び減災対策の検討結果を公表しました。

〇 県においても、国が示した日本海溝・千島海溝モデルのほか複数のモデルを加えた本県最
大クラスの津波浸水想定を令和４年３月に公表しました。

今回実施した被害想定調査は、この本県最大クラスの津波浸水の想定における被害を調査
したものです。
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１.はじめに



１.１現在の津波対策の考え方
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〇 東日本大震災津波以後の津波対策では、津波の規模を二つに分けて取り組む必要があります。

〇 「津波浸水想定」・「被害想定」は、「最大クラスの津波」におけるソフト対策※の検討の基礎資料とするために実
施しました。

※主なソフト対策：防災教育や避難訓練による避難意識の向上、地域コミュニティにおける住民同士が助け合える体制の強化、実践
的な住民参加型の総合防災訓練の実施など。

※南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ 第2回会合(H24.5.28)「今後の海岸堤防等の整備について(国土交通省水管理・国土保全局海岸室)」資料に加筆

今回の調査
の対象



〇 県は令和４年３月に津波浸水想定結果を公表しました。

〇 今回の被害想定調査は、この津波浸水想定の被害の計算を行いました。
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１.２津波対策について（本県最大クラスの津波浸水想定の公表）

久慈市【参考】
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２.被害想定調査結果



※地震発生日は平日としました。
※気象条件は平常時で風速8m/sとしました。

冬・深夜 多くの人が自宅で就寝中に被災するため、避難準備に時間を要するほか、夜間の暗闇や積雪
等により避難速度が低下することが想定される時間帯です。

夏・昼12時頃 日中の社会活動が盛んな時間帯であり、多くの人が自宅以外の場所で被災することが想定さ
れる時間帯です。

冬・夕18時頃 住宅、飲食店などで火気使用が最も多く、地震火災の発生が多くなることが想定される時間帯。
帰宅等により日中や夜間と比べて人口動態が異なる時間帯です。

〇 日本海溝・千島海溝で発生する地震に伴う、津波及び地震動（揺れ）による被害想定を取りまとめたものです。

〇 Ｍ（マグニチュード）９クラスの地震を対象としました。

〇 本調査は、過去の災害時のデータや仮定した条件を基にした推計です。現実の被害事象がこのとおりに生じると
いうことを示すものではないということに注意する必要があります。
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2.1．被害想定調査

① 調査結果は、地域ごとの効果的な減災対策を検討するための基礎資料として活用するものです。

② 調査結果を基に、住民の防災教育の推進や防災意識の啓発に活用するなど、今後の本県の地震・津波対策に
生かしていきます。

2.1.1 被害想定調査の目的

2.1.2 想定した地震発生の季節・時間



令和４年３月に公表した津波浸水想定のモデルの中から以下の３つを選定しました。

・ 日本海溝（三陸・日高沖）モデル（2020 内閣府モデル）

・ 千島海溝（十勝・根室沖）モデル（2020 内閣府モデル）

・ 東北地方太平洋沖地震（2012 中央防災会議モデル）
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ケース①の破壊開始点

ケース②の破壊開始点

ａ．日本海溝(三陸・日高沖)地震モデル
（内閣府（2020））

2.1.3 想定モデル

※ 本資料では、上記モデル中「日本海溝（三陸・日高沖）モデル（2020 内閣府モデル）について説明します。
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日本海溝（三陸・日高沖）モデルでは、多くの市町村で、震度６強、震度６弱の揺れに見舞われます。

市町村
日本海溝
（三陸・日高
沖）モデル

千島海溝
（十勝・根室
沖）モデル

東北地方
太平洋沖地震

市町村
日本海溝
（三陸・日高
沖）モデル

千島海溝
（十勝・根室
沖）モデル

東北地方
太平洋沖地震

洋野町 ６弱 ５弱 ５強 二戸市 ６弱 4 ５強

久慈市 ６強 ５弱 ５強 八幡平市 ６弱 4 ５強

野田村 ６強 4 ５強 奥州市 ６強 4 ６弱

普代村 ６弱 4 ６弱 雫石町 ５強 4 ５強

田野畑村 ６弱 4 ６弱 葛巻町 ５強 4 ５強

岩泉町 ６弱 4 ５強 岩手町 ５強 4 ５強

宮古市 ６強 4 ５強 滝沢市 ５強 4 ６弱

山田町 ６弱 3 ５強 紫波町 ６弱 4 ５強

大槌町 ６強 3 ６強 矢巾町 ６弱 4 ６弱

釜石市 ６弱 3 ６強 西和賀町 ５強 4 ５弱

大船渡市 ６強 3 ６弱 金ケ崎町 ６弱 4 ６弱

陸前高田市 ６弱 3 ６弱 平泉町 ６弱 4 ６弱

盛岡市 ５強 4 ６弱 住田町 ５強 3 ６弱

花巻市 ６強 4 ６弱 軽米町 ６弱 4 ５強

北上市 ６弱 4 ６強 九戸村 ６弱 4 ５強

遠野市 ６弱 4 ６弱 一戸町 ６弱 4 ５強

一関市 ６強 4 ６強

2.1.4 地震動の予測



10

避難行動別の比率

避難する

切迫避難あるいは避難しないすぐに避難する
（直後避難）

避難するが、すぐには避難しない
（用事後避難）

本県における東日本大震災津
波時の実績

５４% ４０% ６%

直後避難 用事後避難

昼間 ５分（冬季７分） １０分後（冬季１２分後）

夜間 １５分（冬季１７分） ２０分後（冬季２２分後）

冬季以外 冬季

昼間 2.24km/h※１ 1.79km/h※２

夜間 1.79km/h※３ 1.43km/h

⑴ 避難意識

⑵ 避難開始時間（地震発生から避難を開始するまでの時間）

⑶ 避難速度

※ 令和３年12月21日中央防災会議日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震対策検討ワーキンググループ「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の
被害想定項目及び手法の概要」（以下「国手法」という。）中、20頁「表 避難意識のパターン」欄外の「※７ 東日本大震災の実績：岩手県（54％、
40％、6％）」を適用

※１ 国手法中、21頁「表 徒歩による避難速度（設置値、昼間）」の「全体（東日本大震災時の平均徒歩避難速度）」を適用
※２ 国手法中、21頁「積雪時の避難速度は、東日本大震災の平均避難速度から２割低下」を適用
※３ 国手法中、21頁「夜間（暗い場合）の避難速度については、足元が見えにくい等の理由から昼間の８割に設定」を適用

2.1.5 計算条件＜避難意識・避難開始時間・避難速度の条件設定＞

【参考】年代別の平均歩行速度

健康づくりのための運動指針2006（厚生労働省運動所要量・

運動指針の策定検討会）を基に算定

男性 女性

20歳代 7.5km/h 6.9km/h

30歳代 7.2km/h 6.9km/h

40歳代 7.2km/h 6.6km/h

50歳代 6.9km/h 6.3km/h

60歳代 6.9km/h 6.0km/h



3 .1  建物被害（全壊／県全体 ) (単位：棟)

対象地震 想定ケース 津波 揺れ 火災
急傾斜地
崩壊等

液状化 合計

日本海溝
（三陸・日高沖）
モデル

冬・深夜 27,000 1,700 - 70 680 29,000

夏・昼12時頃 27,000 600 - 70 680 29,000

冬・夕18時頃 27,000 1,700 1,200 70 680 31,000
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※四捨五入により、合計が合わない場合がある。

※数値の表示方法：「－」は、該当無し（0）、「＊」は、わずかな被害（5未満）、「5以上1000未満」は、一の位を四捨五入、「1000以上1万未満」は、十の位を四捨五入、「1万以上」は百の位を四捨五入

3 .2  人的被害（死者数／県全体 )

対象地震 想定ケース 津波 建物倒壊 火災
急傾斜地
崩壊等

合計

日本海溝
（三陸・日高沖）
モデル

冬・深夜 6,700 110 * 10 6,800 

夏・昼12時頃 2,700 20 * 10 2,700 

冬・夕18時頃 7,000 * 40 * 7,100 

3 .3  その他被害（県全体 )

対象地震

ライフライン被害(夏12時、発災直後）

避難者数
(冬18時、1日後）

直接経済
被害額※２

上水道 下水道 電力 通信 都市ガス

断水人口
下水支障
人口

停電影響
人口

不通回線
数

供給停止
戸数

日本海溝（三陸・日高沖）
モデル

264,000人 189,000人 627,000人 248,000人 14,000戸 54,000人 27,000億円

2.1.6 被害想定計算結果

(単位：人)



3 .1  建物被害（全壊／久慈市 ) (単位：棟)

対象地震 想定ケース 津波 揺れ 火災
急傾斜地
崩壊等

液状化 合計

日本海溝
（三陸・日高沖）
モデル

冬・深夜 8,100 450 － * 100 8,600

夏・昼12時頃 8,200 140 － * 100 8,400

冬・夕18時頃 8,100 450 520 * 100 9,200
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※四捨五入により、合計が合わない場合がある。

※数値の表示方法：「－」は、該当無し（0）、「＊」は、わずかな被害（5未満）、「5以上1000未満」は、一の位を四捨五入、「1000以上1万未満」は、十の位を四捨五入、「1万以上」は百の位を四捨五入

3 .2  人的被害（死者数／久慈市 )

対象地震 想定ケース 津波 建物倒壊 火災
急傾斜地
崩壊等

合計

日本海溝
（三陸・日高沖）
モデル

冬・深夜 3,800 30 * * 3,800

夏・昼12時頃 1,500 * * * 1,500

冬・夕18時頃 4,400 * 10 * 4,400

3 .3  その他被害（久慈市 )

対象地震

ライフライン被害(夏12時、発災直後）

避難者数
(冬18時、1日後）

直接経済
被害額

上水道 下水道 電力 通信 都市ガス

断水人口
下水支障
人口

停電影響
人口

不通回線
数

供給停止
戸数

日本海溝（三陸・日高沖）
モデル

25,000人 21,000人 30,000人 12,000人 － 17,000人 5,000億円

2.1.6 被害想定計算結果

(単位：人)



2 . 2 減災対策の基本的方向性及び課題
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地域
（共助）

行政
（公助）

個人
（自助）

・避難意識の向上
・避難開始時間の短縮化
・耐震化対策の実施
・家具固定の実施
・備蓄

・避難所（避難ビル、避難タワーの指定・整備
を含む）、避難場所、避難経路の整備

・避難行動要支援者※個別避難計画等の計画作成
・備蓄

・自主防災組織の組織化、活性化
・防災リーダーの育成
・避難訓練の実施
・避難行動要支援者※等の避難支援

・共助の取組の支援

・避難意識の普及、啓発
・耐震化、家具固定の働きかけ

・避難意識の普及、啓発

・自主防災組織への参画
・要配慮者支援への協力

自助の取組だけでなく、共助・公助の取組を組み合わせて、犠牲者ゼロを目指
していく必要があります。

2.2.1 減災対策の基本方針

※避難行動要支援者：災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に自ら避難することが困難な者であつて、その円滑かつ迅速な避難の確保を

図るため特 に支援を要するもの（災害対策基本法第49条の10）
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98%減

耐震化率100％による効果（建物被害）

100%減

耐震化率100％による効果（人的被害）

50%減

家具固定率100％による効果（人的被害）

2.2.2 減災の取組により見込まれる効果① （日本海溝（三陸・日高沖）モデル（冬・深夜）・久慈市）

揺れによる死傷者ゼロを目指すためには、耐震化
率と家具固定率を100％にすることが必要です。

(単位：棟) (単位：人)

(単位：人)

【参考】

住宅・病院・学校等の耐震化：住宅の耐震化（83.3%（2019）→ 90.0%（2025）

（岩手県国土強靭化地域計画(R3.3)）

県民が家具などの転倒防止措置を行っている割合：41.7%

令和２年県民生活基本調査結果報告書より



7,974 
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（避難速度2.24km/h）

48%減
81%減
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避難意識等の向上による効果算定結果：死者数（人）

直ぐに避難する
（直接避難）

20％ 54％ 70％ 100％ 100％

避難するが、直ぐに避
難しない（用事後避難）

50％ 40％ 30％ 0％ 0％

切迫避難あるいは避
難しない

30％ ６％ 0％ 0％ 0％

2.2.3 減災の取組により見込まれる効果② （日本海溝（三陸・日高沖）モデル（冬・深夜）・久慈市）

直ぐに避難する（直接非難）の割合が増えるほど、犠牲者は減少します。

各自の避難意識を高め、迅速な避難の開始により、犠牲者を減らすことが出来る。

182%増

27%減
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2.2.4 浸水深・震度分布と防災上の重要施設の重ね合わせ図
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2.2.5 津波30㎝到達時間・震度と防災上の重要施設の重ね合わせ図



本県は、これまでも、明治三陸大津波、昭和三陸大津波や、チリ地震津波、そして東日本大震

災津波など、何度も大きな津波災害に見舞われてきましたが、決してくじけず、県民が一丸となっ

て、これらの苦難を乗り越えてきました。

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震などの今後発生が危惧される地震・津波に対しても、

再び津波による犠牲者を決して出さないという強い決意を県民や市町村としっかりと共有し、

あらゆる主体と連携しながら、

「何としても命を守る」ことを主眼とした津波防災対策に
全力を挙げて取り組んでいきます。
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2.3 犠牲者ゼロを目指して
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３.地震・津波への備え



3.1 避難行動について考える
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１．自宅からの避難先だけでなく、日中の仕事場などからの避難先を確認
しておきましょう。

２．津波の犠牲とならないためには、行政や地域が実施する避難訓練に参
加して日頃から、

① 安全な場所（避難場所等）に避難するための時間を確認しておき
ましょう。

② 避難経路の安全を確認しておきましょう。



市町村
日本海溝
（三陸・日高
沖）モデル

千島海溝
（十勝・根室
沖）モデル

東北地方
太平洋沖地震

市町村
日本海溝
（三陸・日高
沖）モデル

千島海溝
（十勝・根室
沖）モデル

東北地方
太平洋沖地震

洋野町 ６弱 ５弱 ５強 二戸市 ６弱 4 ５強

久慈市 ６強 ５弱 ５強 八幡平市 ６弱 4 ５強

野田村 ６強 4 ５強 奥州市 ６強 4 ６弱

普代村 ６弱 4 ６弱 雫石町 ５強 4 ５強

田野畑村 ６弱 4 ６弱 葛巻町 ５強 4 ５強

岩泉町 ６弱 4 ５強 岩手町 ５強 4 ５強

宮古市 ６強 4 ５強 滝沢市 ５強 4 ６弱

山田町 ６弱 3 ５強 紫波町 ６弱 4 ５強

大槌町 ６強 3 ６強 矢巾町 ６弱 4 ６弱

釜石市 ６弱 3 ６強 西和賀町 ５強 4 ５弱

大船渡市 ６強 3 ６弱 金ケ崎町 ６弱 4 ６弱

陸前高田市 ６弱 3 ６弱 平泉町 ６弱 4 ６弱

盛岡市 ５強 4 ６弱 住田町 ５強 3 ６弱

花巻市 ６強 4 ６弱 軽米町 ６弱 4 ５強

北上市 ６弱 4 ６強 九戸村 ６弱 4 ５強

遠野市 ６弱 4 ６弱 一戸町 ６弱 4 ５強

一関市 ６強 4 ６強

3.1 大きな揺れが発生したら直ぐに逃げる
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今回の被害想定調査では、
ほとんどの自治体で震度６
弱又は震度６強が発生する
と見込まれる。

立っていることが困難なほ
どの地震が発生した場合に
は、巨大な津波が襲ってく
る可能性が高い。

※気象庁ＨＰ「震度について」より



3.2 津波警報・注意報と避難のポイント①
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※気象庁ＨＰ「津波警報・注意報、津波情報、津波予報について」より

住民に避難を求める
警報
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〇震源が陸地に近いと津波警報・注意報が津波の襲来に間に合わないことが
あります。強い揺れや弱くても長い揺れを感じたときは、すぐに避難を開
始しましょう。

〇津波の高さを「巨大」と予想する大津波警報が発表された場合は、東日本
大震災のような巨大な津波が襲うおそれがあります。直ちにできる限りの
避難をしましょう。

〇津波は沿岸の地形等の影響により、局所的に予想より高くなる場合があり
ます。ここなら安心と思わず、より高い場所を目指して避難しましょう。

〇津波は長い時間くり返し襲ってきます。津波警報・注意報が解除されるま
では、避難を続けましょう。

※気象庁ＨＰ「津波警報・注意報、津波情報、津波予報について」より

3.2 津波警報・注意報と避難のポイント②
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〇過去に日本海溝・千島海溝沿いにおいて、マグニチュード７クラスの地震が発生し
た後、数日程度の短い期間をおいて、さらに大きなマグニチュード８クラス以上の
大規模な地震が続いて発生する事例を確認。
（事例１）平成23年東北地方太平洋沖地震

（H23.3.9マグニチュード7.3
→H23.3.11マグニチュード9.0）

（事例２）昭和38年択捉島南東沖地震
（S38.10.12マグニチュード7.0

→S38.10.13マグニチュード8.5）

3.3 後発地震注意情報について

＜情報発表時に取るべき防災行動＞
〇 平時からの地震の備えを徹底した上で、「北海
道・三陸沖地震注意情報」が発信された際には、
地震への備えを再確認する。

〇 揺れを感じたり津波警報等が発表されたりした
際に、直ちに避難できる準備等を徹底する。

＜情報が発表される条件＞
〇 北海道の太平洋沖から東北地方の三陸沖の巨大
地震の想定震源域及びその領域に影響を与える外
側のエリアでマグニチュード7.0以上の地震が発生
した場合
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４.おわりに
今後、県は下記を含めた減災対策の検討を市町村と一体と

なって行っていきます。

・ 行政機関等が作成した東日本大震災津波に関する検証報
告書を踏まえた減災対策

・ 東日本大震災津波で本県では6,254人の人が犠牲となっ
た要因を踏まえた減災対策

【本資料に係るお問い合わせ】
岩手県復興防災部防災課
TEL 019-629-5155

E-mail aj0009＠pref.iwate.jp


